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(1)理事長挨拶
皆様お忙しい中、また、お暑い中、ご参集いただきありがと

ございます。それでは只今から、 7月 度理事会を開催します。

渉外    .   ‐

正式カロ入の (株 )ホ ーエー訪問 (広江副理事長・

岡野事務局長 )

・ 7月 12日 (金 )全国消防機器販売業協会主催消防関係団体
情報交換会参加 (永井副理事長・荻理事・岡野事務局長 )

広報

防災組合ニュース 7月 10日 号 発行。

③ 教育

・消防設備士受験準備講習讐 ● T半期に実施すべく計画して

(2)業務報告

① 事務局運営・

・ 7月 9日

②

し)る 。

。次週 、能美 防 災 (株 ) に講師依頼に伺 う予定。

福利厚生 。企画
・

9月 19日 (木 ) 屋形船懇親会の予定 (哺清」予約済み):
④



⑤ 財務

昨年度に比べ、財政収支は厳 しい状況にあり、気を引き締めて

行 く。

⑥ 共同購買

売上・粗利共に厳 しい状況にある。

共同購買事業への各位のご理解・ ご協力を引き続きお願いする。

新規品目の取り扱い等を模索する。

⑦ 開発

特になし。

③ 研究部会

特になし。

⑨ 青年部会

11月 、研修会 (講習会)計画中。

⑩ 防排煙設備検討委員会

建築設計事務所関係者への講習会

日程 :9月 10日 (火 ) 於・全水道会館会議室
実施に当たり、防排煙設備業界関係者の協力を得る。

組合員の参加も可とする。

① 支部運営促進

9月 19日 (木 )正副支部長合同会議に向け、各支部会の実施
を要請 した。

⑫ その他の事業

特になし。
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(3)議案の審議

第 1号議案 諸行事について
。9月 19日 (木 )
午後 1時 30分～ 理事会
3時 30分～ 正副支部長合同会議
6時    ～ 懇親会屋形船

・ 10月 17～ 18日 (本・金) 秋の研修旅行
。12月 19日 (木 ) ボウリング大会・忘年会
・平成 26年 1月 16日 (木 ) 新年賀詞交歓会

第 2号議案 事務局夏季休暇  8月 14～ 16日 (水・木・金 )

(4)そ の他
次回理事会 平成 25年 9月 19日 (木 )



平成 25年 7月 度業務報告

・月 日 (曜)    ・内 容 等           ・来局理事等

6月 27日 (木) 6月 度理事会 於 文京シビックセンター 3階 A会議室

7月 9日 (火) 業務決裁       ・・・  藤岡副理事長 (会社にて)
新力日入ホーエー (株)訪問 ・・・ 広江副理事長

岡野事務局長

7月 10日 (水) 「防災組合ニュース」発行

7月 11日 (木) 小出会計・経営診断

7月 12日 (金) (一社)全国消防機器販売業協会・情報交歓会
・・・ 永井理事長・荻理事・岡野事務局長

7月 18日 (木) 7月 度理事会
於 文京シビックセンター 3階 C会議室

業務決裁     ・・・  藤岡副理事長
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平成25年 5月 23日  日本防災設備協同組合税金セミナー
相続・遺言コンサルタント 税理士・行政書士 小出絹恵

rIE続】

●相続税の基礎控除について、現行の「5,000万円+1,000万円×法定相続人数」が

⇒ 3,lDO万円+6∞ 万円×法定相続人数」に引下げ 鰭総  l■27年 1月 1日相続開始から適用、
平成26年 12月 31日 までに相続開始の場合は、申告がH27年以後になっても旧法適用)

l■ f7‐11)相続人が配偶者と子ども二人の場合

.       基礎控除額は 改正前8,000万円⇒ 改正後4,800万円

.  【改正前】
土地 240ピ×86万円=8,640万円 (小規模宅地等の特例適用⇒1,728万円)

住宅          1,000万円

預貯金・株式      3.000万円

遺産総額     12.640万円 > 8,000万円 (基礎控開 本目続税の申告必要

小規模宅地等の特例適用 ⇒ 5,728万円 < 8,000万円 申告をすれば相続税は0円に !

【改正後】

5,728万円 > 4,800万円 (引き下げられた後の基礎控除鋤

基礎控除額の縮減により相続財産 剛 が基礎控除額を超えて相続税928,000円が発生

配偶者の税額軽減を利用すると⇒配偶者が法定相続分の相続で 相続税は464,000円

酉副呂者が全て相続すると 相続税はゼロ円
ただし 二次相続で税額が増加することがあります。

◎二次相続の相続税負担も考えた上で一次相続の遺産分割を考える必要があります。

●小規模宅地等についての相続税の課税価格の計算の特例拡大 剛

①居住用宅地の適用対象面積の上限を330ポ (現行240め に拡大

②居住用宅地と諜 用宅地 (貸付事業用を除く)の完自知明が可能に

最大 居住用宅地 330ポ十事業用宅地400ぽ=730ピまで  80%評価減

③‐棟の二世帯住宅で構造上区分のあるものについて、被相続人及びその親族が各独立部分に居住し

ていた場合には、その親族が相続又は遺贈により取得したその敷地の用に供されていた宅地等の被

相続人及びその親族が居住していた部分にス応する部分が特例の対象に。

⇒2014年以後は玄関も別で、家の中で行き来ができない完全独立型の二世帯住宅の子世帯分の敷地

も対象に。
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親の所有する土地

④老人ホームに入所したことにより被相続人の居住の用に供されなくなつた家屋の敷地の用に供され

ていた宅地等について、

ィ)被相ィゎ入dこ介護が必要なためヌコ斤したものであること

口)当該家屋が貸付け等の用途に供されていないこと

の2つの要件が満たされる場合に限り、相続開始直前に櫛 目続人の居住の用に供されていたものと

して、特例が適用されることになりました。

(上記①と②は羽戎27年 1月 1日から、③と④は平成26年 1月 1日から適用)

●相続税の最高税率を「6億円超 55%Jの区分を設ける等、最高税率 5鰯から55%へ引き上げるとと
もに税率構造を見直し。税率区分2億円以下までは変更なし (羽戎27年 1月 1日から適用)

相続税の速算表

改正前 改正後

殴 税率 控除額 聡 税率 控除額

1,000万円以下 10% 1,000万円以下 10%

3,000万円以下 15% 50万円 3,000万円以下 15% 50万円

5,000万円以下 20% 200万円 5,000万円以下 20% 200万円

1億円以下 30% 700万円 1億円以下 30% 700万円

3億円以下 400/0 1,700万円 2億円以下

3億円以下

40%

459る

1,700万円

2,7()O17「1

3億円超 50% 4,200万円 6億円以下

6億円超

50%

55%

4,200万円

7,200ノントЧ

●死亡保険金にかかる相続税の非課税措置は存続  500万円×法定相続人の数

●相続税の未成年者控除額の引き上げ (減税)

現行  20歳までの1年につき6万円 ⇒ 改正後 10万円に
●相続税の障害者控除額の引き上げ G浅税)
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現行  85歳までの1年につき6万円 (特別障害者については12万円)

改正後 85歳までの1年につき10万円 (特別障害者については20万円)

【贈与税】

●教育資金の一括贈与にかかる贈与税の非課税措置の創設

子や孫 (30歳未満に限る)の教育資金に充てるために、

直系尊属 (耐究《謝険飲 曾祖父助 が

わ を拠出し、御 関に信扁メ疑買けヌンLをした始 には、

子や孫一人当たり1,5∞ 万円まで贈与税が非課税になる制度ができました。

ただし、子や孫が30歳に達した日に残額があれば、残額に対して贈与税が課税されま九

Ⅵ成25年 4月 1日～羽戎27年 12月 31日 に行われる贈与が対象です。

○贈与者が死亡した場合の相続税の取扱い

相続開始前3年以内の贈与についての相続税の課税価額への力口算の規定は適用しないものとされ

ています。

○教育資金は、保育所の保育料、学校や専修学校、各種学校等に対して直接支払われる入学金、授

業料、受験料、学校給食費など、学校等における教育に伴つて必要な費用などで丸 姑 降財 の

ホームページに掲載されています。

○学習塾、スイミングスクール、茶道など、塾や習い事の費用についても 500万円を上限として、
教育資金の一括贈与の対象となります。 (学校等に対する分と合わせて、上限は 1,5KICl万円でう

●暦年贈与による贈与税の税率構造の見直しが行われています

1,000万円から1,500万円は5%減税

3,000万円超については、相続税の最高税率に合わせて55%にアップされています。

●両親や祖父母等の直系尊属から20歳以上の子や孫への贈与については、贈与税の税率が軽減され
ています。 ((平成 27年 1月 1日 以後の贈与分から適用 )

贈与額が年間 410万円 (410万円一基礎控除額 110万円=300万円)を超えると、

軽減税覇固甲のメリットがあります。

●相続時精算課税制度について、贈与者の年齢要件を65歳以上から60歳以上に引下げるとともに、
受贈者に孫を加える拡充措置 (平成 27年 1月 1日 から適用 )

60歳以上の両親、祖父母から⇒20歳以上の子や孫への贈与

8



相続税増税をうけての資産防衛対策

1相続税対策 節税、縦税鯰 輔
① 櫛 を減ら赫

○通常の贈与棚否年課税110万円を括黒

両親や祖父母等の直系尊属から20歳以上の子や孫への贈与については、贈与税の税率が軽減され
るので、この税率の軽減を使って、相続税の最低税率である 10%の税負担となる 520万円の贈与
を行うのも有効で九

例 :祖父が孫へ 520万円を贈与した場合

(520万円-110万円)× 20%-30万円=52万円 ←520万円の10%
相続税の税率は尉底が 10%(1,000万円以下)最高は55%G億円趨

○配偶者に対する居住用不動産の贈与税の非課税の活用

婚姻期間が 20年以上の夫婦間で、居住用不動産又はその取得資金の贈与が行われた場合、基礎控
除110万円のほ力ヽこ最高2,000万円まで四知 己1%静郵のできるという特例

○直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の非課税の活用

住宅取得等資金の贈与を受けた年に応じて、下記の金額を限度に非課税に

〇小規模宅地等の特例のはヽ

② 相続税の納税資金の準備

○相続人に納税資金を準備させる。 (収益物件を相緯入Jこ持たせる)

○売却する不動産を用意しておく (売去口した場合は譲渡所得税がかかる。相続税の取徽 力n算)

○同族会社に売去,する 陰社が銀行借リヌンLをして購入すれ t断 J′急1堆費に。延納の利子税は必要経
費にならない)      _
○延納、物納 (準備しておかないと)

2 相続対策 (相続のさせ方、もめない相続対策)
○日頃から、ご自分の想いを伝えておく

○遺言書を伯支する (遺留分、相続税、譲潮 暫罰党に注意)

○養子縁組をする

○生命保険の7剖調

3.相続税対策の落とし穴

○借金をしてアパートを建てて相続対策⇒古くなつて空室増⇒貸家建付地の評価減ができない

家賃収入が減つて、返済に支障をきた引列も

9



【消費税】

消費税率

①平成 26年 4月 1日～ 5%→ 8%に

②平成 27年 10月 1日～ 8% ⇒ 10% に

○消費税率アップに伴う場

原則は、引き渡し日で税率が週明されますので、来年の4月 1日以後の引き渡しの場合には税率が

8%になるのですが、消費税率アップに伴う経過措置として、羽或25年 9月 30日までに、建設工
.   事や製造に係る請負契約やリース契約を締結した場合には、その引き渡しが羽或26年 4月 1日以
降になつた場合であっても、消費税率は改正前の税率である5%が適用されます。

健売住宅や分譲マンションは、請負契約ではないので、引き渡し日ベースで消費税率が決まり、

原貝Jと して経過措置は適調されませんもしかし、建売住宅や青田売りのマンションであっても(壁
の色やドアの形状等の注文仕様の部分があれば請負の扱いになり、9月 30日 までの契約であれば

経過措置の適用対象となります。)

5%の消費税率の適用を受けるためには、①平成25年 9月 30日 までに契約か、②26年 3月 31

日までに完成物件の引き渡し、のどちら力ヽこなります。

事業者の皆様にとつては、工事売上は消費税率5%で契約を結んだとしても、平成 26年 4月以後

に発生する材料代や経費については、8%の消費税がかかることになります。

【嘲 】

●住宅ローン減税

平成26年 1月 1日から平成29年末まで4年間延長し、その期間のうち羽戎26年 4月 1日 か
ら平成29年 12月 31日までに認定住宅 (認定長期優良住宅・認定低炭素住宅)を取得した場合の

最大控除額を500万円に、それ以外の住宅を取得した場合には400万円にそれぞれ拡充

く滲  この規定は、住宅の対価の額に含まれる消費税等の税率が8%または 10%である場合に
適用されるもので、経過措置を受けて税率が 5%であつた場合には、認定住宅で 300万円、それ以

‐  外の住宅で200万円が上限になります。
・  ○自己資金で認定住宅を取得した場合及び省エネ等の一定の住宅リフォームを行つた場合の所得税の
住宅投資減税について拡充

○個人住民税における住宅ローン控除について、羽戎26年 4月 1日から羽戎29年末までの間、控
除限度額を最高975万円から1365万円に拡充

`た
だし、上記く注意>は住民税の場合も同様

●所得税の最高税率の見直し (平成27年分以後の所得税に適用)

現行の所得税の税率構造に加えて、課税所得4,000万円超について45%の税率を創設
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●少人数な募債の利′急が総合課税に

一般公社債等の利子等については、20%源泉分離課税がそのまま維持されるのですが、同族会社
が発行した社債の利子でその同族会社の役員等が支払を受けるものについては、総合課税の対象と

されることになりました

●上場株式等の配当等及動 件 に係る10%軽減税率 0噺尋税7%、 住民税3%)は、平成25年
12月 31日 をもつて廃止されます。

【法人税】

民間投資の喚起と雇用・所得の拡大

●中小法人の交際費課税の特例を拡充 (中小法人の支出交際費を800万円まで全額損金算入に)

●雇用促進税制 :労働分配 (給与等支給)を一定以上増加させた場合、その土勤日額の10%の税額控除

を可能とする可暫尉広ラマ馳 税制を創設するとともに、雇用促進税制を拡充し

"讚
四余額を増加雇用

者数一人当たり20万円から40万円に引上げ (中小企業等は当期末が前期末より従業員数2人増)

(平成23年 4月 1日～濶成26年 3月 31日までの間に開始する事業年度に適用)

申 度開夕台2カ月以内に職安に「雇用促進計画」の届出を行うことが必要)

●国内の生産等設備投資額を一定以■l曽加させた場合に、機械装置の取得価額の30%の特別償去p又は

3%の税額控除ができる制度を創設

●中小企業等で指定事業 (卸売業、小売業、サービス業及び農林水産業)を営む青色申告法人が、認
定経営革新等支援機関等による経営改善指導や助言を受けて設備投資を行う場合に 30%の特別償

却又は7%の税額控除ができる制度を創設

対象資産 :器具備品 (1台 30万円以上)、 建物付属設備 (一の取得価額が60万円以 Ll

O研究開発税制の総額型の控除上限額を法人税額の 20%から30%に引き上げるとともに、朝 j試験
研究費の範囲に一定の共同研究等を追カロ (羽或28年 3月 31日まで2年間延長)

小出絹恵税理士・行政書士事務所

世田谷区代沢 5-36-11-2F

審 舌03-5486-9586

DⅨ 03-5486-9596

E―mall:koide‐ ldnuakCJェ ■p

IIP:httpソ/Ⅵ咽咽lze五Sh‐
“

t.蓼jp/

ホームページは小出絹恵で検索していただけると便利です
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事 務 局 だ よ り

◎組合及び組合員情報

08月 14日 (水)～ 16日 (金) 組合事務局夏休み。
09月 10日 (火) 日本防災設備協同組合主催「防排煙設備実務講習会」

建築設備家懇談会向けに実施します。 (浚葺案内書参照)ス
09月 19日 (木)  正副支部長・理事合同会議 (午後 3時 30分から)

「懇親会屋形船」 (午後 6時 )
*本件については別途ご案内いたします。

○組合員代表者交替

(株)ワール ド  前 :佐藤勇夫   新 :濱田克己

◎共済制度について

●消防設備保守 。点検・設置工事等の賠償責任保険 :

三井住友海上火災保険株式会社 (代理店 。株式会社サンリビング)と 提携
しています。請負業者賠償責任保険 。生産物 (完成工事)賠償責任保険・
受託者賠償責任保険がセットになつた総合型の保険です。

●自動車共済制度 :

関東自動車共済共同組合と提携しています。

● 団体傷害補償制度 :

三井住友海上火災保険株式会社 (代理店 。株式会社サンリビング)と提携
しています。

◎ ご注文は今後もFAXでお願いします。
組合員の皆様には、いつも FAXでご注文をいただき誠にありがとうござ
います。ご注文の商品名・数量等間違いのない納品をさせて頂くために、

ご注文は今後ともFAXでお願いいたします。

13


